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人・農地問題解決加速化支援事業

【１，１８８（１，１０９）百万円】

対策のポイント

人・農地プランについての継続的な話合いと見直しを進め、担い手への農

地の集積・集約化が円滑に進むようにします。

＜背景／課題＞

・高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加などで、地域農業の5年後、10年後の展望が

描けない集落・地域が多数存在している中で、「人・農地プラン」についての継続的

な話合いと見直しにより、担い手への農地集積・集約化や新規就農・経営継承、農業

法人・集落営農の育成を促し、農業の体質強化を図ることが重要です。

政策目標

○ 担い手が利用する面積が今後10年間で全農地面積の８割となるよう農地

集積を推進

○ 青年新規就農者を毎年２万人定着させ、10年後に40代以下の農業従事者

を約40万人に拡大

＜主な内容＞

１．人・農地プランの見直し支援等 ２６１百万円

市町村等が、担い手への農地の集積・集約化、地域農業のあり方等を記載した人

・農地プランの継続的な話合いと見直しを行うための活動等に対して支援します。

※ 人・農地プランの検討会のメンバーの概ね３割以上は女性とします。

２．地域連携推進員の活動支援 ４８７百万円

人・農地プランの見直しや、集落営農の組織化・法人化、新規就農者の定着のた

めの経営・技術指導等を効率的・効果的に進められるよう、普及員のＯＢ、リタイ

ヤした高齢農業者等のノウハウを活用した地域連携推進員の活動を支援します。

３．農業経営の法人化等の支援 ４４０百万円

集落営農の組織化・法人化及び複数個別経営の法人化等の取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：都道府県、市町村等

［お問い合わせ先：経営局経営政策課 （０３－６７４４－２１４３）］

［平成26年度予算の概要］
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生産現場強化のための研究開発
（委託プロジェクト研究）

【１，８７７ 】（２,００２）百万円

対策のポイント
生産現場の強化を下支えするため、低コスト･省力化、軽労化、気候変動に

対応した技術や持続可能な養殖技術を開発します。

＜背景／課題＞

・国産農林水産物の競争力強化のためには、生産現場を強化することが重要であり、その

下支えとして、 です。多様な担い手の確保や生産性向上に必要な技術開発が不可欠

・このためには、経営規模の拡大に対応するための や、重労働を敬低コスト・省力化技術

軽労化技術、気候変動に対応遠しがちな新規就農者や高齢・女性生産者の確保に向けた

や する必要があります。した安定生産技術 持続可能な養殖・漁業生産技術を開発

政策目標
○土地利用型農業における労働コストを半減（平成29年度 、飼料用米の生産コ）

ストを40％削減 平成32年度 家畜の生産性向上及び衛生対策費の削減 生（ ）、 （

産コストを牛で約４％、豚で約５％削減 （平成32年度））

○沿岸漁業資源の回復と養殖生産の安定化を実現し、水産基本計画における漁

業生産目標の達成に寄与

（409万トン（平成22年度）→449万トン（平成34年度 ） 等）

＜主な内容＞

１．低コスト・省力化、軽労化技術等の開発

自動農作業体系化技術 農業用アシス土地利用型農業における 、作業軽労化のための

トスーツ 高度環境制御技術 超多収飼料用米品種 低コスト生産・利用、施設園芸の 、 と

、 を開発します。技術 家畜の革新的育種・繁殖・疾病予防技術等

２．生産環境の変化等に対応した技術の開発

我が国の農林水産分野に与える影響を高精度に評地球温暖化など生産環境の変化が

するとともに、影響評価に基づき、 を開発します。価 温暖化等に対応するための技術

３．持続可能な養殖・漁業生産技術の開発

赤潮等の早期発生予測技術 沿岸資沿岸漁場における生産の回復・安定化のため、 、

の開発、国内需要の大きい を開発源の自律的回復技術 マグロ・ウナギ最新型養殖技術

します。

委託費

委託先：民間団体等

お問い合わせ先：農林水産技術会議事務局

（ 、 ） （ ）１の事業 研究統括官 食料戦略 除染 ０３－３５０２－２５４９

（ 、 ）（ ）研究開発官 食の安全 基礎・基盤 ０３－３５０２－７４３０

、 （ ） （ ）２ ３の事業 研究開発官 環境 ０３－６７４４－２２１６

［平成26年度予算の概要］
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「農」と福祉の連携プロジェクト

対策のポイント
高齢者・障害者のための福祉農園の全国展開を加速。

＜背景／課題＞

・福祉分野においては、農業・園芸活動を通じて得られる心身のリハビリテ－ション効

果や、共同作業による社会参加促進効果が改めて評価されています。また、高齢者の

健康づくりや、障害者の就労訓練・雇用の場として、農作業を取り入れたいと考える

福祉施設が増加しています。

・このようなニ－ズに応えるため、厚生労働省と連携して、高齢者や障害者を対象とし

た福祉農園の整備を推進するとともに、福祉分野における「農」への取組を支援しま

す。

政策目標
平成30年までに、福祉農園の利用者数を新たに１万人拡大

＜主な内容＞

１．福祉農園等の整備（ハード）
・高齢者の生きがい及び障害者の就労･雇用を目的とする福祉農園等の開設･整備

２．研修会の開催や人材派遣（ソフト）
・福祉・農業関係者を対象とした研修会の開催、福祉施設への農業専門家の派遣等を

支援

都市農村共生・対流総合対策交付金 ２，１００（１,９５０）百万円の内数

補助率：定額（上限800万円等）、1/2等

事業実施主体：地域協議会、ＮＰＯ、農業法人等

「農」のある暮らしづくり交付金 ５８０（５５０）百万円の内数

補助率（推進対策）：定額（上限400万円）

（整備対策）：1/2 （上限なし）

実施主体：ＮＰＯ、特例子会社、社会福祉法人等

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金６，５４０（６,２３３）百万円の内数

補助率：定額（定額、1/2等）

事業実施主体：都道府県、市町村、農林漁業者等の組織する団体等

＜各省との連携＞

○ 厚生労働省：活動の拠点となる福祉施設の整備、農家等との福祉施設の連携を支援

お問い合わせ先：農村振興局都市農村交流課(０３－３５０１－３７２９)

農村振興局農村整備官 (０３－３５０１－０８１４)

［平成26年度予算の概要］
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